
　

市
は
、
他
の
自
治
体
に
先
駆
け
て
行
政

改
革
に
取
り
組
ん
で
き
て
お
り
、
そ
の
結

果
、
市
政
の
効
率
的
な
運
営
に
一
定
の
成

果
を
上
げ
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
今
後
の
財
政
状
況
は
、
長
引

く
景
気
低
迷
に
よ
り
、
歳
入
の
大
幅
な
増

加
が
期
待
で
き
ず
、
ま
た
、
歳
出
の
面
で

は
公
債
費
、
人
件
費
、
扶
助
費
な
ど
の
義

務
的
経
費
の
占
め
る
割
合
が
増
加
す
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
三
位
一
体
の
改
革
な
ど
の
影

響
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
の
大
幅
な
削
減

が
想
定
さ
れ
る
な
ど
、
今
後
、
市
を
取
り

巻
く
環
境
は
不
透
明
で
非
常
に
厳
し
い
状

況
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
様
な
情
勢
の
中
、
地
方
分
権
時
代

の
本
格
化
に
あ
っ
て
、
行
政
に
は
将
来
に

わ
た
り
持
続
可
能
な
、
真
の
行
政
サ
ー
ビ

ス
が
提
供
で
き
る
仕
組
み
づ
く
り
が
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
痛
み

の
伴
う
事
務
事
業
の
見
直
し
も
決
断
せ
ざ

る
を
得
な
い
時
代
に
な
っ
て
き
て
い
る
と

言
え
ま
す
。

　

ま
た
、
地
方
分
権
社
会
で
の
「
自
主
・

自
立
」、「
自
己
決
定
・
自
己
責
任
」
に
対

応
す
る
た
め
に
は
、
組
織
機
構
の
簡
素
・

合
理
化
、
職
員
総
数
の
抑
制
な
ど
、
行
政

自
ら
が
市
民
と
と
も
に
痛
み
を
共
有
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
平
成　

年
度

１８

を
初
年
度
と
す
る
５
か
年
計
画
の
、
岩
見

沢
市
行
政
改
革
大
綱
お
よ
び
岩
見
沢
市
集

中
改
革
プ
ラ
ン
を
市
政
改
革
懇
話
会
か
ら

の
意
見
を
踏
ま
え
て
策
定
し
ま
し
た
。

 　

こ
の
改
革
は
、
職
員
が
一
丸
と
な
っ

て
取
り
組
む
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
く
、

市
民
の
皆
さ
ん
と
行
政
が
一
体
と
な
っ
て

取
り
組
ま
な
け
れ
ば
達
成
は
あ
り
え
な
い

と
考
え
て
い
ま
す
の
で
、
市
民
の
皆
さ
ん

の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。
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市政の活性化、行財政
改革の推進等に対す
る提言・意見　　

��������

行政改革大綱、集中改
革プランの策定、進行
管理
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行政改革大綱、集中改
革プランの策定、進行
管理に係る調査研究

問
合
先　

市
企
画
室

������
効率的・効果的な行財政運
営を行うための改革の方向
性を示したもの。

�������
行政改革を着実に推進するため、
行政改革大綱の基本理念に基づき、
具体的な取組みを明記したもの。
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　住民自治の基本となる「市民が主役の行政」の実現を目指し、市民の声を市政に反映すべく、全
力で取り組み、市民と行政が協働するまちづくりの大きな展開を図り、将来を見据えた「人にやさ
しい温かい街づくり」のさらなる推進を図るため、４つの柱を基調とし、徹底した行政改革に取り
組みます。

市税収納率の向上、利用料・使用料の適正化、
手数料の見直し、広告収入等の確保、公有財産
の見直し、事務事業の見直し、補助金・負担金
等の整理合理化、内部管理経費の見直し、指定
管理者制度の活用、業務委託の推進、企業会計・
特別会計・第三セクター等の経営健全化

職員の定員管理の適正化、組織機構の見直し、

職員給与の適正化、福利厚生事業の見直し、人

事管理と人材育成のための研修

地域協働の推進、情報公開と市政情報の提供

市民サービスの質的向上、行政情報化の推進

��������

　岩見沢市行政改革大綱および岩見沢市集中改革プランの詳細は、市のホームページおよび市役
所本庁、北村・栗沢の各支所、コミュニティプラザの情報公開コーナーで見ることができます
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����市民への説明責任を確保し、行政改革の着実な推進を図ります

���������	
�����市民に分かりやすく明示するとともに、財政の透明性を高めます

���������	進捗状況を市政改革懇話会に報告するとともに、市民へ公表します
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